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0．研究開発の概要 

１．対象とした政策や政策形成プロセス、およびその課題 
スポーツ庁「第 3 期スポーツ基本計画」では施設整備や DX 推進等が掲げられているが、それ

らの施策が国民のスポーツ参加、健康増進、ウェルビーイング向上にどう寄与するかを実証する

科学的エビデンスや、政策効果を客観的に測定・評価するデータ基盤・評価指標が不足している

ことが、EBPM（エビデンスに基づく政策形成）推進上の課題であった。 
２．「科学技術イノベーション政策のための科学」としてのリサーチ・クエスチョン 

本プロジェクトは、スポーツ政策のロジックモデルを支えるエビデンスを創出し、評価基

盤の構築に寄与することを目指した。開始当初、3 つのリサーチ・クエスチョン（RQ）を

設定した。RQ1 として公園・スタジアム等の施設整備が住民の健康等に与える影響と政策

妥当性の評価、RQ2 として自治体における高齢者のスポーツ参加・振興要因の「見える

化」と施策立案支援、RQ3 としてアプリ等デジタル技術活用の行動変容への効果検証であ

る。なお、推進過程において、RQ1 では自治体との連携から社会的投資収益率（SROI）評

価を、RQ2 では JAGES データ活用と自治体の多部門連携支援を、RQ3 では政策ニーズに

対応し e スポーツ効果検証と導入ガイド作成を追加・展開した。なお、導入ガイドの作成に

ついては、スポーツ庁の共進化の枠組みとは独立した取組事例の一つとして実施した。 
３．創出した成果により、「誰に、何を」与えたのか 

創出した主な成果は 4 点ある。第一の成果はスポーツ政策の評価指標の精緻化である。こ

れは「国・スポーツ庁」に対し、ウェルビーイング指標として主観的幸福感を提言し、スポ

ーツ政策のアウトカムを「幸福感」からも測定する国のデータ基盤強化と政策評価の精緻化

に寄与した。また、JAGES データを活用した解析の結果から、評価指標の精緻化に資する

エビデンスを創出した。第二の成果は施設整備政策の妥当性評価の基盤構築である。大阪府

河内長野市の新スタジアム計画と連携し、社会的投資収益率（SROI）を用いた評価枠組み

を構築しベースライン調査を実施した。施設整備の社会的便益を金銭価値換算も視野に入れ

評価する新たな手法を提示した。第三の成果は自治体の多部署連携支援とエビデンス提供で

ある。これは自治体に対し、ラジオ体操やグループでのスポーツ参加が要介護リスク等を低

下させる等の具体的なエビデンス群を提供し、さらに、スポーツ担当と介護予防担当の連携

を促すワークショップの実施モデルを構築し、自治体における EBPM の実践と部局横断的

な共同事業の実施を促進した。第四の成果は e スポーツ導入の指針である。これはスポーツ

庁との共進化の枠組みとは独立に研究チームにより実施した取組事例の一つである。これは

「全国の自治体、民間団体」に対し、「自治体向け e スポーツ導入の手引き」を作成・公開

し、ノウハウ不足が課題であった e スポーツ導入の実務的ガイドを提供した。 
４．研究開発の達成状況と限界 
達成状況：採択当初の 3 つの目標（A：スタジアム効果検証、B：スポーツ振興要因の見え

る化、C：アプリ効果評価）に対し、C は「達成」、A, B は「概ね達成」した。A では「み

る」スポーツの効果を論文化し SROI 評価に着手、B では JAGESDB 構築と 30 以上の自治

体向けセミナー開催、C では RCT によるアプリ・e スポーツの効果実証と自治体ニーズに

応じた「導入手引き」の作成・配布など、計画以上の成果も創出した。総じて、政策課題に

即したエビデンスと実践的ツールを提供するという目標を達成した。 
限界：第一にスタジアムの SROI 評価はベースライン調査の実施にとどまっており、スタジ

アム完成後の追跡調査が今後の課題である。第二にデータ収集の対象として、JAGES デー

タを活用したが分析対象が高齢者であり、全世代を対象としたデータ収集・分析の一般化可

能性には限界がある。第三に社会実装への障壁として、ワークショップ等で機運を高めた自
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治体の多部門連携の具体化には、今後の継続的な取り組みが必要である。 
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1．プロジェクトの達成目標 

A. 公園・スタジアム等のスポーツ促進効果の検証 
1. 縦断データの構築 
2. 縦断データに基づく公園やスタジアムの健康効果の分析結果の社会還元 
3. スタジアム・アリーナの設置に関する政策の改善に向けた提言 
4. プロスポーツチーム・市民によるスタジアム活用の推進政策の提言 

B. スポーツ振興関連要因の見える化 
1. 50 以上の市町村からのスポーツ振興施策に関するデータ収集・データベース

構築 
2. スポーツ振興における地域関連要因の分析で関連する 10 以上の要因を特定 
3. 見える化システムの開発と市町村へのデータのフィードバック 
4. 自治体との共同研究会への 30 以上の市町村の参加 
5. 10 以上の Good Practice 市町村や小地域の特定 
6. 高齢者等、多様な主体によるスポーツ参加の向上に向けたスポーツ振興施策等

への活用 
C. アプリを活用した行動変容 

1. アプリのランダム化比較試験の実施 
2. アプリを介した行動変容アプローチの効果の実証 
3. 自治体等との連携を通じたアプリ利用者の増加および高齢者の社会参加促

進 
短期的・中期的アウトカム（政策への直接的貢献） 

1. 国・スポーツ庁への貢献：本研究で得られた知見に基づき、スポーツ

政策（特に第 3 期スポーツ基本計画のロジックモデル）の妥当性を検

証し、政策の改善に向けた提言を行う。 
2. 自治体の施策立案支援：市町村単位でスポーツ実施率や関連指標の地

域間格差や要因を明らかにし、データに基づいた施策の現状分析や立

案を支援し、スポーツ振興策の底上げを図る。 
3. 施設政策の妥当性検証：縦断データを用いて公園やスタジアムが住民

の健康やウェルビーイングにもたらす効果を検証し、その効果を金銭

価値に換算して提示することで、スポーツ環境整備事業の費用対効果

および妥当性を客観的に検証する。 
4. デジタル技術の活用促進：アプリや e スポーツに関するランダム化比

較試験を通じて、デジタル技術を活用したアプローチが高齢者の社会

参加や身体活動量を向上させるという質の高いエビデンスを創出し、

自治体施策への導入を可能にする。 
中長期的アウトカム（社会へのインパクト） 

1. 健康長寿の実現：アプリや e スポーツを通じて、高齢者が運動やスポーツを意識せずと

も社会活動に参加することで自然と身体活動量を増加させ、市民の健康寿命延伸に寄与

する。 
2. 共生社会の実現：スポーツを通じた地域の交流や活性化、およびデジタル技術を活用し

た多様な主体によるスポーツ参画の機会を創出し、共生社会の実現に貢献する。 
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2．研究開発の実施内容 

2-1．研究開発実施体制の構成図 

 

2-2．実施項目・研究開発期間中の研究開発の流れ 
本研究開発プロジェクトは、第 3 期スポーツ基本計画の施策群を支えるエビデンスを創出

するため、「国・自治体・個人レベルの重層的アプローチ」に基づき、以下の 3 つの主要な

実施項目を設定して推進してきた（図 1）。 

 
図 1. 研究開発プロジェクトの全体像（国・自治体・個人レベルの重層的アプローチ）   
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実施項目 A．公園・スタジアム等のスポーツ促進効果の検証 
本実施項目は、公園やスタジアムなどの施設整備が地域住民のスポーツ実施や健康、ウェ

ルビーイングに与える影響を定量的に検証し、政策の妥当性に関する客観的な根拠を提示す

ることを目的とした。 
項目 実施内容の概要 

(1) 縦断データの構築と既存データの分析 ① 縦断データ構築 

② スポーツ現地観戦の効果検証 

(2) サッカースタジアムを中心としたまちづくりの

社会的インパクト評価 

① ロジックモデルの作成と社会的投資

収益率による評価 

② ベースライン調査の実施 

当初計画からの変更とその後の展開 
当初、2019 年度のスポーツ庁委託事業「スタジアム・アリーナ改革推進事業」において

実施された 2 市のスタジアム・アリーナ利用についての調査データをベースラインとし、

2022 年 JAGES（日本老年学的評価研究）1調査データと結合させることで縦断データ構築

およびスタジアム・アリーナの効果評価を目指したが、自治体から調査協力が得られず断念

した。一方、大阪府河内長野市で女子サッカーチーム「スペランツァ大阪」の新スタジアム

建設と公園整備を伴うまちづくり事業が具体化し、市より効果評価の依頼を受け、この新ス

タジアム整備事業を対象としたまちづくり効果の社会的インパクト評価を実施項目に追加し

た。 
実施項目 B．スポーツ振興関連要因の見える化 

本実施項目は、高齢者のスポーツ参加率が高い市町村を好事例自治体として特定し、その

成功要因を分析することで、自治体のスポーツ振興施策の立案に資するエビデンスを創出す

ることを目的とした。 
項目 実施内容の概要 

(1) データ収集 

① スポーツ振興のロジックモデルの作成 
② 自治体からのデータ収集 
③ JAGES（日本老年学的評価研究）調査の実施 
④ スポーツ政策に資するコホートデータの構築 

(2) データ分析 ① 市町村レベルのスポーツ振興に関する分析 

② 身体活動・スポーツ実施率向上に資するエビデンスの創出 

(3) 好事例自治体へのヒア

リング 
スポーツ実施率等の高い市町村を好事例自治体として抽出し

ヒアリングを実施した 
(4) 自治体支援・アクショ

ンリサーチ 
自治体支援を目的としてセミナー・ワークショップを開催し

た 
当初計画からの変更とその後の展開 
当初、市町村単位のスポーツ実施状況を見える化するシステムの開発を目指していた。そ

のために、スポーツ庁「地方自治体におけるスポーツ実施率向上のための基盤構築」事業で

提示された全年齢対象のアンケート調査票に着目し、この調査票で実態調査を行っている市

町村にアンケート結果の提供を依頼・収集する計画であった。しかし、当該調査票が自治体

 
1 JAGES（日本老年学的評価研究）は、要介護認定を受けていない 65 歳以上の高齢者を対象とした

社会疫学調査で、3 年に 1 回調査が実施されている。2022 年度調査では、全国 75 市町村の約 35 万

人が対象となり、約 23 万人から回答を得ている。 
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で十分に活用されていないことが判明し方針を転換した。代替案として、「地方スポーツ推

進計画」を策定している自治体に対し、計画策定のために実施したアンケート調査結果の提

供を呼びかけることにした。それと並行し、高齢者を対象とする JAGES データを用いた

「見える化」と、その結果から抽出した好事例自治体へのヒアリングによる定性的な分析に

注力した。この分析結果を踏まえ、自治体の多部門連携（スポーツ担当部局と介護予防担当

部局）を促進するためのセミナーやワークショップの企画・実施に展開した。 
実施項目 C．アプリを活用した行動変容 

本実施項目は、デジタル技術を活用し個人の社会参加状況を見える化しフィードバックし

て社会参加を促進するアプリの効果をランダム化比較試験により検証し、デジタル技術を活

用した個人の身体活動促進に関する質の高いエビデンスの創出を目的とした。 
項目 実施内容の概要 
(1) 社会参加促進アプリのランダ

ム化比較試験 
高齢者を対象とした社会参加を促すアプリのランダム化

比較試験を実施した 
(2) e スポーツによる心身の健康へ

の影響検証 
① クラスターランダム化比較試験の実施 

② 質的研究の実施 
(3) 自治体支援のアクションリサ

ーチ e スポーツ導入の手引きを作成しセミナーを実施した 

当初計画からの変更とその後の展開 
当初は、主に社会参加を促すアプリのランダム化比較試験（RCT: Randomized 

Controlled Trial）実施のみを予定していたが、第 3 期スポーツ基本計画におけるデジタル

技術を活用した新たなスポーツ機会創出の推進という政策ニーズに合致すると判断し、「高

齢者を対象とした e スポーツの効果検証」を新たな実施項目として追加した。具体的には、

老人クラブを対象としたクラスターRCT（cRCT: Cluster Randomized Controlled Trial）
やサービス付き高齢者向け住宅入居者へのインタビュー調査として実行された。また、e ス

ポーツ導入を検討する自治体が多いことが判明し、RISTEX アドバイザーからの助言も踏ま

えて、自治体での導入支援を目的に「自治体向け e スポーツ導入の手引き」を作成した。な

お、本手引きの作成はスポーツ庁との共進化の枠組みとは独立に、研究チームによって、取

組事例の一つとして実施したものである。 
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2-3．実施内容 

2-3-1．公園・スタジアム等のスポーツ促進効果の検証（実施項目 A） 
＜目的＞ 

公園やアリーナ・スタジアムなどの施設整備政策が、スポーツ参加率向上等を通じて地域

住民の健康やウェルビーイングの向上にどの程度寄与するかを縦断的に検証し、その金銭価

値を推定して費用対効果の根拠を提示する。  
＜実施した内容・手法＞ 
（1）縦断データの構築と既存データを活用した分析 
① 縦断データ構築 

2019 年 JAGES 調査データをベースラインとし、2022 年 JAGES 調査データと結合させ

縦断データの構築を計画していたが、上述の通り断念した。改めて 2022 年 JAGES 調査の

中に、スタジアム・アリーナでのスポーツ観戦に関する質問項目を新たに盛り込み、今後の

データ分析の基盤を構築した。 
② スポーツ現地観戦の効果検証 

既存の JAGES データを用いて、スタジアムやアリーナでのスポーツ観戦が観戦者の幸福

感に及ぼす効果を検証した。 
（2）サッカースタジアムを中心としたまちづくりの社会的インパクト評価 

① ロジックモデルの作成と社会的投資収益率による評価 

大阪府河内長野市より依頼を受け、女子サッカーチーム「スペランツァ大阪」の新スタジ

アム建設に伴うまちづくり事業の効果検証を行うこととなった。 
スタジアム整備がもたらす社会的インパクトを評価するため、社会的投資収益率（SROI: 

Social Return on Investment2）を用いた評価を試みることとした。河内長野市政策企画課

職員と共同でロジックモデルを作成し、サッカーチームの活動や公園・スタジアムの整備

が、試合観戦機会の増加などの短期アウトカム、歩行時間の増加などの中間アウトカム、幸

福感の向上などの最終アウトカムを経て、最終的にインパクトにつながるという検証仮説を

設定した（図 2）。  

 
図 2. サッカースタジアムを中心としたまちづくりのロジックモデル 

 
2 SROI：プロジェクトや事業に対して投資した金額に対し、それによって生まれた社会的インパク

ト（成果）を金銭価値に換算したものが、どれくらいの比率になるかを示す指標。 
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② ベースライン調査の実施 

2024 年 12 月に、スタジアム建設予定地区とそれ以外の地区の住民を対象に、ベースライン

となる自記式郵送調査を実施した（図 3）。 

 
図 3. 新スタジアム建設に伴う社会的インパクト評価の調査デザイン 

2-3-2．スポーツ振興関連要因の見える化（実施項目 B） 

＜目的＞ 
市町村単位でのスポーツ実施等に関するデータを収集した上でデータの可視化および分析を

行い、自治体におけるスポーツ政策に資する根拠を提示する。 
＜実施した内容・手法＞ 
(1) データ収集 
① スポーツ振興のロジックモデルの作成 
JAGES のスポーツに関する先行研究を取りまとめ、スポーツ振興のロジックモデルを作成

した。地域環境要因（インプット）がスポーツの「する」「みる」「ささえる」（アウトプッ

ト）を促進し、地域住民の健康やウェルビーイングを向上させる（アウトカム）というロジ

ックモデルを作成した。あわせて、現状でエビデンスの不足している領域を特定した。 
② 自治体からのデータ収集 
「地方スポーツ推進計画」を策定している自治体に対し、計画策定のために実施したアンケ

ート調査結果の提供を呼びかけ、最終的に 2 つの自治体からデータを受領した。そのデータ

を見える化・分析した上で、結果を各自治体にフィードバックした。 
③ JAGES（日本老年学的評価研究）調査の実施 
全国 75 市町村の要介護認定を受けていない 65 歳以上の地域在住高齢者約 35 万人を対象

に、2022 年度 JAGES 調査を実施した。調査票には、スポーツ実施やスタジアム・アリー

ナでのスポーツ観戦等に関する質問項目を盛り込み、市町村レベルのスポーツ振興と地域環

境要因の関連性の分析や、今後の縦断的な分析を可能にするデータ基盤を構築した。 
④ スポーツ政策に資するコホートデータの構築 

高齢者に限定しない全年齢層を対象としたスポーツに関するエビデンスを創出するため、

2024 年度からはオンライン調査を活用した 1 万人規模の新たなコホートの構築を開始し
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た。 
(2) データ分析  
① 市町村レベルのスポーツ振興に関する分析 

2022 年度 JAGES データを活用し、高齢者のスポーツ実施率等の市町村間比較を行い、

好事例自治体を抽出した（図 4）。また、市町村単位の高齢者のスポーツの「する」「みる」

「ささえる」と地域要因との関連性を分析し、ロジックモデルとして取りまとめた。 

 
図 4. 市町村間比較（前期高齢者のスポーツ実施率・ボランティア実施率） 

② 身体活動・スポーツ実施率向上に資するエビデンスの創出 
 JAGES データを活用して以下のような分析を実施した。 
• ウォーキングなどの身体活動を促す施策として一般的なポイント事業の効果評価 
• 「みる」「ささえる」スポーツがもたらす健康・ウェルビーイング効果 
• ラジオ体操を始めとした高齢者が取り組む体操の健康効果 
• 女性専用運動施設の利用が要介護リスクに及ぼす効果 
• 思春期の団体スポーツへの取り組みが高齢期の身体活動に及ぼす影響 
• 「地方スポーツ推進計画」策定とスポーツ参加率の関連 
(3) 好事例自治体へのヒアリング 

好事例自治体として抽出された市町村のうち、5 市町村でヒアリングを実施した。半構造

化インタビューを実施し、スポーツ振興の促進・阻害要因を尋ねた。 
(4) 自治体支援のアクションリサーチ 

ヒアリング結果や JAGES データ分析結果を踏まえ、自治体向けセミナーやワークショッ

プ（例：スポーツ×健康×まちづくりセミナー）を開催し、スポーツ振興と自治体職員間の多

部門連携（スポーツ担当部局と介護予防担当部局）の促進を支援し、成果と課題を探った。 

2-3-3．アプリを活用した行動変容（実施項目 C） 

＜目的＞ 
アプリなどのデジタル技術の活用が身体活動量やウェルビーイングの向上に寄与しうるか

を検証する。 
＜実施した内容・手法＞ 
（1）社会参加促進アプリのランダム化比較試験 

個人の社会参加状況を見える化しフィードバックすることで社会参加を促すアプリを用

い、高齢者を対象とした RCT を実施した（図 5）。説明会やモニター会社を通じて獲得した

研究参加者に、研究用 LINE 公式アカウントに登録してもらい、アンケート回答後にランダ

ム割付を実施した。介入群（アプリ利用群）は当該アプリと Google Fit®を、対照群（アプ

リ利用しない群）は Google Fit®のみを使用した。12 週間の介入期間の前後でアンケート調

査を実施し、そのデータを分析した。
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図 5. 社会参加促進アプリのランダム化比較試験（RCT）研究デザイン概要 

（2）e スポーツによる心身の健康への影響検証 
① クラスターランダム化比較試験の実施 

老人クラブの会員を対象に、e スポーツ体験がウェルビーイングに与える影響を検証する

cRCT を実施した（図 6）。cRCT では、老人クラブ単位で介入群と対照群にランダムに割り

付けし、介入群には週 1 回、3 ヶ月間の e スポーツ体験プログラム（太鼓のゲームなど）を

提供し、対照群と比較した。介入期間の前後でアンケート調査を実施し、そのデータを分析

した。 

 
図 6. e スポーツ効果検証のためのクラスターランダム化比較試験研究デザイン 

② 質的研究の実施 

地域の「通いの場」参加者やサービス付き高齢者向け住宅入居者を対象に、e スポーツへ

の参加がウェルビーイングや健康に与える影響について、半構造化グループインタビュー調

査による質的研究を実施した。 
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図 7. 「高齢者の e スポーツ体験とウェルビーイング：質的研究」の概要 

(3) 自治体支援のアクションリサーチ 
自治体での e スポーツの導入と開催を支援するため、日本 e スポーツ連合、日本アクティ

ビティ協会監修のもと、「高齢者 e スポーツ導入ガイド」を作成した。e スポーツやゲーム

に関するエビデンス収集から、すでに e スポーツを導入・展開している自治体・団体へのヒ

アリング等まで幅広く情報収集し、各セクションでまとめた。手引き作成にあたり、著作権

の取り扱いやゲーム用語などの表現など、細部まで協議して実践的な内容として取りまとめ

配布した。 

 
図 8. 高齢者向け e スポーツの実施風景 

3．研究開発結果・成果 

3-1．プロジェクト全体としての成果 

3-1-1. プロジェクトの達成目標の達成状況  
実施項目 A. 公園・スタジアム等のスポーツ促進効果の検証  
達成状況：概ね達成 
• JAGES データ（2019 年・2022 年）の縦断データの構築を完了した（達成目標 A-1）。  
• 「みる」スポーツ（現地観戦）と幸福感の関連などの分析結果を学会・論文、プレスリ

リース等で公表し、4 つのインターネットメディアに取り上げられた（達成目標 A-2）。  
• スタジアムを中心としたまちづくりの SROI 評価に着手するなど、施設整備の妥当性検

証や政策提言の基盤を構築した（達成目標 A-3, 4）。 
実施項目 B. スポーツ振興関連要因の見える化 
達成状況：概ね達成 
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• 本研究の基盤データである 2022 年度 JAGES 調査において、全国 75 市町村の高齢者

データ（スポーツ実施状況、観戦状況、地域環境等を含む）を収集しデータベースを構

築した（達成目標 B-1）。  
• JAGES データ分析により、スポーツ実施率と強く関連する地域要因（例：身近な公園

や歩道）を特定し、スポーツ実施率等の高い 10 以上のスポーツ振興の好事例自治体を

抽出し、ヒアリングを実施した（達成目標 B-2, 5）。 
• 分析結果を自治体にフィードバックするセミナー/ワークショップを複数回開催し、延

べ 30 市町村以上の参加を得て、多部門連携（スポーツ×介護予防）やスポーツ振興施策

の促進を支援し、成果と課題を明らかにした（達成目標 B-3, 4, 6）。 
実施項目 C. アプリを活用した行動変容 
達成状況：達成 
• 社会参加促進アプリや e スポーツの RCT を実施しその効果を実証した（達成目標 C-1, 

2）。 
• 第 3 期スポーツ基本計画が掲げる DX 推進の方向性を踏まえ、高齢者 e スポーツの効果

検証を追加実施した。その研究成果を政策提言につなげるため、スポーツ庁との共進化

の枠組みとは独立に、日本 e スポーツ連合等と連携し自治体向け導入手引きの作成やセ

ミナーを通じた自治体支援を行い、後述するような成果と課題を得た（達成目標 C-
3）。 
 

本プロジェクトで創出された主な成果・提言と、それが現実の政策形成にもたらした、ま

たは、もたらしうる効果・効用は以下の通りである。 
(1) スポーツ政策の評価指標への貢献 
対象：国・スポーツ庁 
内容： 
① ウェルビーイング指標の導入：本プロジェクトで得られた「『みる』スポーツ（現地観

戦）が高齢者の幸福度の向上と関連する」3等の知見に基づき、スポーツ庁が実施する

「スポーツの実施状況等に関する世論調査」の質問項目に、主観的幸福感に関する項目

を追加するよう提案し実現した。これは、スポーツ政策のアウトカムを「健康増進」だ

けでなく「幸福感」の側面からも測定・評価するための国のデータ基盤強化に直接寄与

したものである。 
② ロジックモデルの精緻化と評価指標の試作：JAGES データ分析に基づき、「地域環境要

因（インプット）→スポーツの『する』『みる』『ささえる』（アウトプット）→健康・

ウェルビーイング（アウトカム）」という政策ロジックモデルを精緻化し、それに沿っ

た評価項目の指標群を試作した。これにより、従来注目されにくかった「みる」（観

戦）や「ささえる」（ボランティア）活動、さらにはソーシャル・キャピタル 4といった

プロセス指標も評価に組み込む枠組みを提示した。 
③ 具体的・検証済みの活動指標の提供：多数の論文・学会発表を通じて、自治体が具体的

に推進すべき「介入・活動指標」と、それによって改善が期待できる「アウトカム指

標」の関連性を実証した。例えば、「ラジオ体操の実践」5や「グループでのスポーツ参

 
3 Kawaguchi, K., et al. (2025). Watching sports and happiness among older adults in Japan: The JAGES cohort study. 
PloS one, 20(4), e0320213.  
4 Tsuji, T., et al. (2024). Changes in Municipal-Level Social Capital and Socioeconomic Inequalities in Sports Group 
Participation and Walking Time Among Older Adults. Journal of physical activity & health, 22(1), 92–99. 
5 Kanamori, S., et al. (2024). Taiso practice and risk of functional disability and dementia among older adults in Japan: 
The JAGES cohort study. SSM - population health, 28, 101731. https://doi.org/10.1016/j.ssmph.2024.101731  
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加」6（Tsuji et al., 2024）を活動指標として追跡することが、将来の「要介護・認知症

リスク」（アウトカム指標）や「死亡リスク」（アウトカム指標）の低減を評価する上で

有効であることを示した。これは、自治体が根拠に基づく政策立案を実践する上で、ど

の活動を重要業績評価指標として設定すべきかという具体的な指針を提供するものであ

る。 
今後の展開・課題：第 4 期スポーツ基本計画の評価指標の精緻化に活用されることが期待さ

れる。 
 

 
図 9. スポーツ参画状況（する・みる・ささえる）と幸福感 
（出典：「令和６年度｢スポーツの実施状況等に関する世論調査｣の結果を公表します～スポーツ実施の希望と実態に 14.1 ポイントの乖
かい離～」https://www.mext.go.jp/sports/content/250313-spt_kensport01-000040806_01.pdf） 

(2) 多部署連携ワークショップとスポーツ振興に資するエビデンスや情報の提供 
対象：都道府県・市町村（特にスポーツ振興部局、健康・介護予防部局） 
内容：スポーツ担当部局と介護予防・健康増進担当部局のスポーツを軸とした多部署連携の

ためのワークショップの実施モデルを構築・試行した。自治体のスポーツ推進事業や介護予

防事業などに直結する具体的なエビデンス（例：ラジオ体操が要介護・認知症リスク低下と

関連 [Kanamori et al., 2024]、グループでのスポーツ参加が死亡リスクを低下 [Tsuji et al., 
2024]、ウォーキングインセンティブ事業が健康長寿と関連 [Iizuka et al., 2024]）を提供し

 
6 Tsuji, T., et al. (2024). Community-level group sports participation and all-cause, cardiovascular disease, and cancer 
mortality: a 7-year longitudinal study. The international journal of behavioral nutrition and physical activity, 21(1), 44. 
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たり、スポーツ庁「スポーツ習慣化促進事業」では多部署連携が応募要件であることなどの

情報を提供したりした。 
今後の展開・課題：ワークショップで得られた連携の機運を実質的な予算配分や人事評価、

共同事業につなげるには、自治体内部の組織的・制度的な障壁を越える必要がある。ワーク

ショップを継続的に繰り返し実施し、新たな自治体の参加を得れば普及が進むと思われ、本

研究開発プロジェクト終了後の実施主体が望まれる。 
入手・利用方法：JAGES データを用いた論文は、日本語のプレスリリースを日本老年学的

評価研究機構ホームページで閲覧することができる

（https://www.jages.net/library/pressrelease/）。 
(3) 自治体における e スポーツ導入の指針 
対象：自治体（介護予防・健康増進・スポーツ担当部局）、民間団体 
内容：自治体の関心は高いものの先進的な取組のためノウハウが不足しており、実施の障壁

となっていた e スポーツに関して、「自治体向け e スポーツ導入の手引き」を作成した。本

手引きは、導入手順、運営体制、著作権の基礎知識、効果測定（評価指標）を網羅してお

り、自治体が第 3 期スポーツ基本計画の DX 推進施策（新たなスポーツ機会の創出）を安全

かつ効果的に実施するための政策的・実務的ハードルを下げるものである。なお、本手引き

は、スポーツ庁との共進化の枠組みとは独立に、e スポーツの効果検証から得られた研究知

見を自治体への提言として具体化したものであり、日本 e スポーツ連合、日本アクティビテ

ィ協会および先進自治体との連携により研究チームが主体となって作成した。 
今後の展開・課題：今後は、対象者を認知症高齢者や障害者にも拡張し手引きの内容をアッ

プデートし普及していく。 
入手・利用方法：千葉大学予防医学センター社会予防医学研究部門ホームページで公開され

ている

（https://drive.google.com/file/d/1Wibv1zD9YWeB7k2aclvU5__RNxCmzozY/view）。 
(4) 施設整備政策の妥当性評価の基盤構築 
対象：国・スポーツ庁、自治体（施設整備担当、財政担当） 
内容：大阪府河内長野市の新スタジアム建設事業への対応として、社会的投資収益率

（SROI）を用いた評価枠組みを構築し、ベースライン調査を実施した。これは、「スタジア

ム・アリーナ改革」の政策的意義を「公衆衛生・市民の幸福度向上」の観点からも裏付ける

ためのものであり、スタジアム整備の社会的便益（健康増進、介護費抑制）を金銭価値に換

算して提示するための新たな評価手法である。 
今後の展開・課題：今後、追跡調査を経て縦断分析により SROI の算出など効果評価を進め

ていく必要がある。 
(5) 国の政策審議会への知見提供 
対象：国・スポーツ庁（政策立案担当者） 
内容：研究代表者（近藤克則）が、スポーツ庁スポーツ審議会健康スポーツ部会の委員であ

り、委員会等の場において本研究開発の知見（JAGES データ分析結果、自治体の課題、上

記(2)(3)の知見等）を直接共有した。これにより、研究成果を政策立案プロセスに継続的に

フィードバックする貢献を果たした。 
今後の展開・課題：引き続き、研究から得られる新たな知見を政策議論に反映させる。 

3-2．実施項目ごとの結果・成果の詳細 
本プロジェクトは、「スポーツ振興関連要因の見える化（自治体レベル）」、「公園・スタ

ジアム等のスポーツ促進効果の検証（国レベル）」、「アプリを活用した行動変容（個人レベ

ル）」の 3 つの主要な実施項目に基づき研究開発を推進した。 
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3-2-1．公園・スタジアム等のスポーツ促進効果の検証 
（１）縦断データの構築と分析の実施 

JAGES の縦断データを用いて、高齢者のスポーツ観戦と幸福感の関連を検証した（図

10）7。その結果、年に数回現地でスポーツを観戦する高齢者は、観戦しない高齢者と比較

して、幸福な人が 1.07 倍多いことが明らかになった。同様の結果は、年に数回スタジア

ム・アリーナでプロスポーツを観戦する場合にも観察された。 

 
図 10. スポーツの現地観戦と高齢者の幸福感との関連 
（出典：河口謙二郎（千葉大学）「年数回現地でスポーツを観戦する高齢者、幸福感が高く、幸福感が高い人の割合は 1.07 倍 〜テレ
ビ・インターネット観戦との関連は見られず〜」JAGES Press Release No: 465-25-10） 

（２）新スタジアム建設に伴うまちづくり効果の検証 8 
研究期間中に大阪府河内長野市において女子サッカーチーム「スペランツァ大阪」の新ス

タジアム建設と公園整備を伴う大規模なまちづくり事業が具体化し、その効果評価を行うこ

ととなった。これは、当初の計画にはなかったものの、スタジアム整備が地域住民の健康や

社会に与える影響を検証するという本プロジェクトの目標に合致したため、取り組むことが

決定した。  
市からは、UR 都市機構の団地再生モデル事業の一環として、スタジアムが地域住民の健

康増進や交流、地域経済の活性化にどれほど貢献するかを評価したいというニーズがあり、

社会的投資収益率（SROI）を用いた評価手法を提案した。 
市政策企画課職員と協働し、スタジアムの効果検証を行うためのロジックモデルを作成し

た。また、スタジアム建設前の自記式郵送調査を 2024 年 12 月に実施し、配布総数は 2,400
票（両地区 1,200 票、20 歳以上 80 歳未満を対象）、回収数は 723 票であった（回収率

30.1%）。当初より工期が遅れており、スタジアム完成は本研究開発終了後の令和 8 年度の

予定である。 
河内長野市とは別の研究での関係性があり、本プロジェクトを紹介した際に「スタジアム

 
7 Kawaguchi, K., et al. (2025). Watching sports and happiness among older adults in Japan: The JAGES cohort study. 
PloS one, 20(4), e0320213.  
8大阪府河内長野市の新スタジアム建設に伴う社会的インパクト評価は、同市からの依頼に基づき実施したものである。調査費

用は全額本研究開発プロジェクトの研究費から支出しており、事業主体からの資金提供はない。研究デザイン、データ分析お

よび結果の解釈は研究チームが独立して行っている。 
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を中心としたまちづくり」の評価という具体的な政策課題の相談を受け、学術的な評価手法

を組み合わせた評価研究デザインを提案できたことが、今回の成果につながった主な要因で

ある。一方、2019 年度のスポーツ庁委託事業「スタジアム・アリーナ改革推進事業」にお

いて実施された 2 市の調査データをベースラインとし、2022 年 JAGES 調査データとの結

合による縦断データ構築およびスタジアム・アリーナの効果評価を目指していた。しかし、

自治体担当者の人事異動以降、調査協力を得ることが困難となったため、この計画は断念す

るに至った。このように、新たな取り組みには一定の不確実性が伴うため、計画段階から複

数の計画を準備し、プロジェクトの進行に応じて柔軟に対応していくことが重要である。 

3-2-2．スポーツ振興関連要因の見える化 
（１）データ収集・データ分析 

2022 年度 JAGES 調査データ（75 市町村 約 23 万人高齢者）を活用し、市町村単位の高

齢者のスポーツ活動（「する」「みる」「ささえる」）と地域環境要因との関連性を分析した。 
スポーツ振興のロジックモデル（地域環境要因（インプット）→スポーツの「する」「み

る」「ささえる」（アウトプット）→健康やウェルビーイング（アウトカム））を作成し、指

標間の関連性を検証した（図 11）。 
公園や歩道といった身近なスポーツ実施環境が、スポーツ実施の増加との相関係数が 0.74

であり、強い関連が示唆された（図 12）。 
身近なスポーツ実施環境は、地域の社会参加の増加とも相関係数 0.63 で関連し、地域の

社会参加の増加はウェルビーイングの向上（相関係数 0.61）と関連することが示唆された。

これは、スポーツ環境の整備が地域の社会参加を増やし、ウェルビーイングを向上させる可

能性を示唆している。 
スポーツを実施する機会の増加は、フレイルの低下、うつの低下、閉じこもりの減少、運

動機能の向上と高い相関係数（それぞれ 0.61、0.61、0.71、0.70）を示し、スポーツ実施が

要介護リスクの低下と関連することが示唆された。 
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図 11. スポーツ振興のロジックモデル（JAGES 2022 年データ分析結果） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12. スポーツ実施と公園・歩道の関連性を示した散布図 
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 また、JAGES データを用いて以下のような分析を行った。 
• ウォーキングなどの身体活動を促す施策として一般的なポイント事業の効果評価 9 
• 「みる」「ささえる」スポーツがもたらす健康・ウェルビーイング効果 
• ラジオ体操を始めとした高齢者が取り組む体操の健康効果 10 
• 女性専用運動施設の利用が要介護リスクに及ぼす効果 11 
• 思春期の団体スポーツへの取り組みが高齢期の身体活動に及ぼす影響 
• 「地方スポーツ推進計画」策定とスポーツ参加率の関連 
① ウォーキングポイント事業の効果 

 市民の健康増進を目的とし、歩数計の使用とアップロードされた歩数に応じたインセンテ

ィブ（商品券の抽選等）の付与により、日常的な歩行を促進する「よこはまウォーキングポ

イント事業」において、当該事業への参加が、高齢者の健康寿命の指標である要支援・要介

護認定および死亡の発生抑制に寄与するかどうかを縦断的に検証した 5。 
要支援・要介護認定を受けていない横浜市在住の 65 歳以上の高齢者 4,298 人を対象とし、

当該事業への参加状況に基づき、「非参加群」「アップロードなし参加群（歩数計は使用する

が歩数データは未送信）」「アップロードあり参加群（歩数データを送信しインセンティブを

享受）」の 3 群に分類した。 4 年間の追跡調査を実施し、3 群間における「要支援・要介護

認定」および「死亡」の累積発生状況を比較分析した。 
分析の結果、「非参加群」と比較して、「アップロードあり参加群」における 4 年間の要支

援・要介護認定または死亡の発生リスクは 0.77 倍であり、統計的に有意に 23%低いことが

示された（図 13）。したがって、インセンティブを活用した地域単位の歩行促進事業は、高

齢者の健康寿命の延伸に効果が期待できるものと考えられる。 

 
9 Iizuka, G., et al. (2024). Relationship between participation in projects of incentives to promote walking and healthy 
aging among the older population: A four-year longitudinal study. Preventive medicine, 187, 108125.  
10 Kanamori, S., et al. (2024). Taiso practice and risk of functional disability and dementia among older adults in Japan: 
The JAGES cohort study. SSM - population health, 28, 101731.  
11 Ide, K., et al. (2025). Using women-only fitness club and functional disability: a cross-sectional study using propensity 
score matching. Archives of public health = Archives belges de sante publique, 83(1), 114. 
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図 13. ウォーキングポイント事業参加と 4年間の要支援・要介護認定または死亡の発生リスク
（出典：飯塚玄明（千葉大学）「よこはまウォーキングポイント事業参加の高齢者は要支援・要介護認定と死亡の可能性が 23％低い～
歩数チェックと“インセンティブ”による効果あり～」JAGES Press Release No: 445-24-31） 

② 「みる」「ささえる」スポーツがもたらす健康・ウェルビーイング効果 

「する」スポーツの健康効果は確立されているが、「みる」あるいは「ささえる」といっ

た多様なスポーツ参加形態が、高齢者の広範な健康・ウェルビーイングに及ぼす影響につい

ては不明な点が多い。本研究は、「みる」「ささえる」スポーツが、健康・ウェルビーイング

指標にどのような影響を与えるかを、包括的かつ縦断的に検証することを目的とした。 
JAGES の 3 時点（2016 年、2019 年、2022 年）の縦断データを使用した。「みる」「ささ

える」スポーツが 47 の健康・ウェルビーイングアウトカムへの影響を検証した。 
「みる」スポーツは、抑うつのリスク低下、およびスポーツグループへの参加増加や会う

友人の数の増加といった社会的ウェルビーイング指標の向上と正の関連が認められた。一方

で、健康行動アウトカムとの関連は示されなかった。 
「ささえる」スポーツは、社会集団への参加増加や友人との接触頻度向上といった社会的

ウェルビーイング指標、および人格・徳性の向上と、有意かつ正の関連を示した。 
「みる」スポーツ（観戦）と「ささえる」スポーツ（ボランティア）は、両者ともに高齢

者の社会的つながりや心理社会的ウェルビーイング（抑うつ改善）の向上と好ましい関連性

を示すことが示唆された。これは、直接的な身体的健康効果とは異なる経路で、健康的な加

齢に貢献する可能性を示すものである。 
③ 高齢者が取り組む体操の健康効果 

 高齢化社会における介護・認知症予防の課題に対し、日本で普及している「体操」（特に

ラジオ体操）の予防効果を縦断的に検証した 6。 
対象は、要介護認定を受けていない 65 歳以上の高齢者 11,219 人（平均 5.3 年追跡）。体操

の実践状況（非実践、ラジオ体操のみ、その他体操のみ、両方）と、その後の要支援・要介
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護、要介護 2 以上、認知症の発生リスクとの関連を、Cox 比例ハザードモデルを用いて分析

した。 
分析の結果、体操を実践していない群と比較し、「ラジオ体操のみ」を実践した群は認知

症のリスクが 18%低下した。また、「その他の体操のみ」を実践した群は、要支援・要介護

のリスクが 13%、要介護 2 以上のリスクが 19%、認知症のリスクが 19%、それぞれ有意に

低下した（図 14）。 
本研究は、高齢者の体操実践が要支援・要介護や認知症のリスク低減に寄与する可能性を

科学的に示した。特にラジオ体操のような普及率の高い体操の有効性を確認したことは、地

域の介護予防施策や運動プログラムの設計・推進に実用的な根拠を提供するものである。本

研究は大きな反響を呼び、「New York Times」をはじめ複数の新聞等の媒体で紹介された。 

 
図 14. 体操の実践パターンと介護・認知症との関連 
（出典：金森悟（帝京大学）「ラジオ体操で認知症リスクが 18%低下 ～ラジオ体操以外の体操では要支援・要介護や認知症リスクが
13～19%低下～」JAGES Press Release No: 446-24-32） 

④ 女性専用運動施設の利用が要介護リスクに及ぼす効果 

本研究は、女性専用運動施設の利用が、女性高齢者の要介護リスクに与える影響を横断的

に検証した 7。対象は、女性専用運動施設群 3,029 人と JAGES から抽出した対照群 3,029
人の合計 6,058 人。9 つの交絡因子（年齢、社会人口統計学的要因、健康関連要因）を調整

した傾向スコアマッチングを用い、3 年以内に要支援・要介護認定を受けるリスクを予測す

る要支援・要介護リスク評価尺度を両群で比較した。 
分析の結果、女性専用運動施設群は対照群と比較して、要支援・要介護リスク評価尺度が

平均 0.53 点有意に低かった。また、女性専用運動施設群はやせ（Body Mass Index≥ 18.5 
kg/m2）や「1 年前と比べた外出頻度の減少」が少ない傾向が見られた。さらに、長期利用

者は「笑う機会」や「家族以外と話す機会」の増加を感じていた（図 15）。 
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本研究は、女性専用運動施設の利用による身体的効果に加え、心理社会的な利益も示唆さ

れた。これらの結果は、健康な加齢を促進するための民間運動施設への投資価値を政策決定

者に示唆し、成果連動型民間委託契約などの導入検討にも貢献しうるものである。 

 
図 15. 女性専用運動施設利用者と地域在住高齢者の要支援・要介護リスク評価尺度の比較および
利用期間と心理社会的変化 

⑤ 思春期の団体スポーツへの取り組みが高齢期の身体活動に及ぼす影響 

JAGES2016 年データを用いて、中学・高校時代の団体での運動経験が、高齢期の歩行や

スポーツの会参加にどのようにつながるかを検証した。 
その結果、中学・高校時代に団体で運動をしていた人では、高齢期に 1 日 30 分以上歩く

人が多く、さらに週 1 回以上スポーツの会に参加する人も多かった。こうした傾向は、性別

や 15 歳当時の生活水準にかかわらず一貫して認められた。また、中学・高校時代だけに団

体への運動経験があり、その後は団体での運動経験がなかった者でも活動量が高く、人生の

早い時期の経験が長期的な活動習慣に影響する可能性が示唆された。 
この成果は、「中学・高校時代」という特定時期に介入する意義を示すものであり、長期

的な健康格差是正の可能性を示唆している。 
⑥ 「地方スポーツ推進計画」策定とスポーツ参加率の関連 

 本研究では、地方自治体における「地方スポーツ推進計画」の策定状況と住民のスポーツ

参加率との関連を検討した。JAGES の 4 時点（2010 年、2013 年、2016 年、2019 年）デ

ータを用いた繰り返し横断分析を行い、自治体ごとの計画策定の有無と高齢者のスポーツ実

施割合を比較した。その結果、地方スポーツ推進計画を策定している自治体では、非策定自

治体に比べて週 1 回以上のスポーツ参加割合が高い傾向が認められた。この傾向は複数の時

点で一貫しており、計画策定が地域のスポーツ参加促進と一定の関連を有することが示唆さ

れた。一方で、計画の有無のみでは地域間の差をすべて説明することはできず、今後は計画

内容や実施体制の違いに着目した分析が必要である。 
 これらの知見は、地方スポーツ推進計画の実態と地域住民の健康行動との関係を理解する

上で基礎的な知見を提供するものである。 
（３）好事例自治体へのヒアリング・自治体支援のアクションリサーチ 
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JAGES データに基づいてスポーツ実施率やスポーツボランティア実施率が高い約 10 市

町村を好事例自治体として抽出し、4 市町村でヒアリングを実施した。 
ヒアリングの結果、アクセスしやすい物理的環境に加え、住民の社会参加や社会的交流を

促す社会環境の整備など、スポーツ振興関連要因を市町村単位での分析で関連が見られた要

因が、運動やスポーツの身体活動促進の一因であることが示唆された。一方、「部署間の連

携不足」「効果評価の不足」「予算の不足」「担い手の不足」という共通した課題も明らかに

なった。 
この知見を踏まえ、自治体職員（スポーツ担当部局と健康増進・介護予防担当部局）の多

部門連携を促進することを目的としたセミナー・ワークショップを開催した。具体的には、

「予算の不足」の解決策として、parkrun の取り組みや運動・スポーツ習慣化促進事業の紹

介、「部署間の連携不足」に対して好事例自治体の紹介、スポーツ担当部局と健康増進・介

護予防担当部局職員の同時参加を必須としたワークショップの開催などを行った。その成果

として、2 つの参加自治体において parkrun の開催が検討され、1 つの自治体で開催される

に至った。 
スポーツ実施の環境整備や改善の好事例の取り組みを紹介する「Sport in Life ガイドブッ

ク」において、本プロジェクトとも関係の深い柏市の取り組みが掲載された。 
健康増進に資する情報を提供する「月刊 健康づくり」誌において、研究成果を都道府県

および市町村のスポーツ担当課や保険事業担当者ら向けに年間を通して連載した。連載の一

部はスポーツ庁や自治体の職員も執筆を担当した。 
（４）想定された成果が得られなかった点とその考察 

当初計画では、スポーツ庁の「地方自治体におけるスポーツ実施率向上のための基盤構

築」事業で示された調査票が自治体のスポーツ実施に関する調査に利用されていることを想

定していた。その上で、50 以上の市町村からその調査結果を収集してデータベースを構築

し、市町村がスポーツ政策を検討する際に活用できる「見える化システム」を開発する予定

であった。しかし、実際にはその調査票が各市町で十分に活用されていない可能性が高いこ

とが判明した。そこで方針を転換し、代わりに「地方スポーツ推進計画」を策定している自

治体に対し、計画策定のために実施したアンケート調査結果の提供を呼びかけることにし

た。スポーツ庁を含めた複数のチャネルを通じてデータの提供を呼びかけたが、最終的にデ

ータを受領できたのは、2 つの自治体からのみにとどまった。そこで、当初の目標を達成す

るため、以下の対応策に方向転換した。  
・既存のデータの活用：高齢者に限定されるものの、50 以上の市町村単位で可視化が可能

なデータベースとして JAGES データを積極的に活用することとした。また、「スポーツの

実施状況等に関する世論調査」を活用し、都道府県単位での見える化システムの開発を試み

た（図 16）。スポーツ庁主導で都道府県別スポーツ実施率が Tableau で公開されたため

（https://public.tableau.com/app/profile/.24615773/viz/6_17419152921600/1）、世論調査

を活用した見える化システムの開発は中止した。 
・戦略的な好事例自治体の収集：定量的データと定性的データの両者を用いた混合研究法へ

と転換を試みた。JAGES データから好事例自治体を抽出し、集中的なヒアリングを実施す

ることで、施策成功の定性的要因を深く掘り下げた。この知見は、多部門連携を促すワーク

ショップの企画に活かされ、自治体支援という点で具体的な成果に結びついた。 
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図 16. 都道府県別「スポーツをする・みる・ささえる」状況のダッシュボード例 

3-2-3．アプリを活用した行動変容 
（１）社会参加促進アプリのランダム化比較試験の実施 

高齢者を対象に、個人の社会参加状況の可視化およびフィードバックを通じて社会参加を

促すアプリの効果を検証する RCT を実施した 12。合計 179 名の研究参加者を獲得した。介

入群（n = 85）は当該アプリと Google Fit®を、対照群（n = 79）は Google Fit®のみを使用

した。介入の結果、主要評価項目である直近 2 ヶ月間の社会参加頻度が、介入群は対照群に

比べて 3.03 回増加した（95%信頼区間 0.17–5.90）。歩数については、介入期間の途中（第

3 週〜第 7 週）で増加が認められたものの、12 週間経過後には有意な増加は観察されなかっ

た。運動に消極的な高齢者に対しても、アプリによる社会参加促進というアプローチを通じ

て身体活動量を間接的に向上させる可能性を示す、質の高いエビデンスが創出された。 

 
12 Kawaguchi, K., et al. (2024). Effects of a Mobile App to Promote Social Participation on Older Adults: Randomized 
Controlled Trial. Journal of medical Internet research, 26, e64196. 
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図 17. 社会参加促進アプリのランダム化比較試験の結果 

（２）e スポーツによる心身の健康への影響検証 
１）クラスターランダム化比較試験 

老人クラブの会員を対象に、e スポーツ体験がウェルビーイングに与える影響を検証する

クラスターランダム化比較試験（cRCT）を実施した。cRCT では、老人クラブ単位で介入

群と対照群にランダムに割り付けし、介入群（6 クラブ、53 名）には週 1 回、3 ヶ月間の e
スポーツ体験プログラム（太鼓のゲームなど）を提供し、対照群（6 クラブ、53 名）と比較

した。社会参加が少ない参加者において、生きがいの尺度の向上が認められた。e スポーツ

は、社会的つながりが少ない層において、心理的ウェルビーイングを向上させる可能性があ

ることが示唆された。 
２）質的研究 

サービス付き高齢者向け住宅入居者らを対象としたグループインタビュー調査では、e ス

ポーツに対する満足度が高く、「没頭できる楽しさ」を感じていたこと、参加者同士の交流

増加、および日常生活における能動的な変化が見られたことが明らかになった。 
３）e スポーツ導入の手引き 

e スポーツの自治体での導入を支援するため、日本 e スポーツ連合、日本アクティビティ

協会の監修のもと、「自治体向け e スポーツ導入の手引き（高齢者のつながりと健康を育む

デジタルアクティビティのすすめ）」を作成した 13。この手引きには、運営のノウハウに加

えて、版権の基礎知識、事業計画の立案、効果測定の方法など、e スポーツを運営する自治

体に有用な情報を盛り込んだ。公開に先立ち、e スポーツ導入に関心のある自治体職員や団

 
13ホームページで公開中。https://drive.google.com/file/d/1Wibv1zD9YWeB7k2aclvU5__RNxCmzozY/view 
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体向けにオンラインセミナーを開催し、17 自治体、6 団

体・企業からの参加があった。セミナーは 2 部構成で実

施した。第 1 部（セミナー・報告会）では、高齢者のゲ

ーム・e スポーツのエビデンスと普及に向けた取組や高

齢者 e スポーツ導入ガイドの紹介などを行った。第 2 部

のワークショップでは、既に e スポーツに取り組んでい

る団体から運営上の工夫や課題の共有、お悩み相談など

を行い、参加者間での実践的な情報交換の場とした。 
本手引きの作成は、本プロジェクトの研究成果を自治

体への政策提言として具体化することを目的とした、ス

ポーツ庁との共進化とは独立の、研究チームによる取組

事例の一つである。RCT や質的研究を通じて得られた e
スポーツの効果に関するエビデンスをもとに、研究チー

ムが主体となり、日本 e スポーツ連合や日本アクティビ

ティ協会といった実践知を持つ団体と連携することで、

理論と現場のバランスが取れた内容構成が可能となっ

た。また、西東京市、美里町、千葉市での実践事例を早

期に取り入れ、現場の課題や工夫を手引きに反映させた

ことにより、単なる理念でなく、具体的で実用性の高い

手引きとして仕上げられた点も大きい。さらに、全国の

自治体で汎用可能な内容に整理したことで、波及効果を

意識した構成となっており、今後の展開に向けた基盤としての役割も果たしている。 
４）ささえるスポーツに関する分析 

スポーツボランティア全般への参加に関連する個人属性を明らかにすることを目的とし

て、楽天インサイト回答者 16,000 名を対象に分析を行った。活動状況を「活動者（444
名）」「中断者（1,644 名）」「未経験者（13,912 名）」に分類し、基本属性やスポーツ参加状

況を説明変数とした多項ロジスティック回帰分析を実施した。 
スポーツボランティアの活動者・中断者ともにスポーツ実施、直接・間接観戦、自家用車

所持、就労、子育て中であることが一貫して促進要因であり、スポーツとの接触の多さが支

援活動への参加意欲に影響していると考えられる。活動形態別分析では、有償活動では男

性・就労・若年層が、無償活動では高学歴・高収入・持ち家層が関与しやすい傾向がみられ

た。活動内容別では、日常的活動やイベント参加のいずれもスポーツ観戦や子育て中である

ことが促進要因であった。活動期間・頻度の分析では、高学歴やスポーツ実施・観戦が長

期・高頻度活動を支える要因として確認された。 
全体として、ライフステージや社会的資源の有無が「スポーツをささえる」行動に多面的に

関連しており、特に若年層における支援活動の担い手形成に向けた支援策の検討が求められ

る。 

3-3．共進化に関する成果 

3-3-1．連携先機関が直面する政策課題への貢献可能性 
本研究開発プロジェクトは、スポーツ庁政策課が直面する具体的な政策課題に基づき研究

開発テーマを設定する、ニーズ・オリエンテッド・アプローチを実践し、政策と科学の「共

進化」を推進してきた。プロジェクト開始当初にスポーツ庁より提示された中核的なニーズ

は、第 3 期スポーツ基本計画及びそのロジックモデルで示された施策群（多様な主体のスポ

図 18. 「自治体向け e スポーツ導

入の手引き」表紙 
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ーツ参画の機会創出、施設整備、DX 推進など）の効果に関する評価基盤の構築への寄与で

あった。具体的には、評価指標の精緻化や、そのためのデータ基盤構築が求められた。加え

て、プロジェクトの進行に伴い、より精緻な効果検証のための縦断データの必要性や、健康

経営としての職域でのスポーツの取り組みの効果評価に対する新たなニーズも明らかになっ

た。 
本研究開発成果は、このようなスポーツが直面する政策課題に対し、以下の点において具

体的な貢献を果たした。 
（１）スポーツ政策の評価指標の精緻化（ウェルビーイング指標の導入）  

スポーツがもたらす価値を身体的健康だけでなく、幸福感（ウェルビーイング）の向上と

いう観点からも評価したいというスポーツ庁のニーズに対し、本プロジェクトはスポーツ庁

が実施する基幹調査である「スポーツの実施状況等に関する世論調査」に、主観的幸福感を

含むウェルビーイングを測定する質問項目を追加することを提案し、この中で主観的幸福感

の項目が採用された。この成果は、第 3 期スポーツ基本計画のロジックモデルで示される最

終アウトカムを測定・評価するためのデータ基盤を強化するものであり、政策評価の課題に

直接的に貢献するものである。スポーツ庁はこの新指標を活用し、「スポーツ参画状況（す

る・みる・ささえる）と幸福感」の分析を行っている。 
（２）スポーツ施設整備政策（スタジアム・アリーナ改革）の評価手法の確立  

施設整備は多額の公的投資を伴うが、その効果（スポーツ参加、健康、社会保障費抑制へ

の寄与）を実証するエビデンスは不足していた。本プロジェクトは、JAGES 縦断データ分

析により「みる」スポーツ（現地観戦）が高齢者の幸福感と関連することを示すとともに、

大阪府河内長野市の新スタジアム建設計画と連携し、社会的投資収益率（SROI）を用いた

ロジックモデルの構築とベースライン調査を実施した。これは、施設整備の社会的便益を長

期的に追跡し、金銭価値換算 も視野に入れた評価を可能にする枠組みを構築したものであ

り、スポーツ庁が推進するスタジアム・アリーナ政策の妥当性を客観的に検証するための実

践的な評価基盤を提供するものである。 
（３）新たな政策ニーズへの対応（縦断データ基盤構築・職域スポーツ分析）  

プロジェクト進行中に明らかになった新たな政策ニーズにも対応した。 
・縦断データの必要性への対応：高齢者に限定されないスポーツに関するエビデンス創出の

ため、スポーツ庁のニーズも踏まえ、オンライン調査による 1 万 6 千人規模の新たなコホー

トの構築を開始した。これは、スポーツ庁と連携しながら調査項目を検討することで、時々

の政策ニーズに応じた、より長期的な因果関係や幅広い世代への効果を検証するためのデー

タ基盤整備に着手するものである。 
・健康経営のニーズへの対応：健康経営の一環としての職域でのスポーツの取り組みの効果

評価に対するニーズに応え、健康経営度調査のデータを活用した縦断分析に着手した。 
2021 年から 2023 年の「健康経営度調査」の結果を基に、官公庁や自治体などが実施した職

域の健康増進プロジェクト（従業員の健康保持・増進を目的に、職域で計画的・戦略的に実

施される様々な取り組み）について、その効果の検証を進めた。対象は従業員数 50 人以上

の民間企業約 1,000 社で、3 年間にわたり健康プロジェクトに参加していた企業を「参加

群」、同期間中に一度も参加していなかった企業を「非参加群」と区分した。効果指標とし

て、職業性ストレスに関連する 4 項目、仕事の負担、仕事のコントロール、上司のサポー

ト、同僚のサポートの平均得点を用いた。企業特性を考慮するため、上場区分、従業員の平

均勤続年数、平均年齢、女性割合、離職割合などを共変量とする混合効果モデルにより分析

した。 
分析の結果、非参加群と比較して参加群において、2023 年時点で、仕事のコントロー

ル、上司のサポート、および同僚のサポートの 3 指標で有意な向上がみられた。これらの結
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果は、官公庁・自治体等が推進する健康増進プロジェクトが、職場における支援的環境の向

上に関連している可能性を示唆するものである。 

 
図 19. 職域の健康増進プロジェクト参加群と非参加群における職業性ストレス関連指標の比較 

3-3-2．連携先機関とのコミュニケーション 
本プロジェクトは、研究開発と政策ニーズの継続的なすり合わせを行う「共進化」を実現

するため、連携先であるスポーツ庁と、多様なコミュニケーションを実践した。 
（１）定例会および合同ミーティングの実施  

研究期間中、プロジェクト研究者による定例会を毎月開催した。これに加え、年に数回は

スポーツ庁の担当職員を交えた合同ミーティングを実施した。この場を通じて研究の進捗状

況を共有するとともに、スポーツ庁が直面する政策課題や新たなニーズをヒアリングし、研

究計画にフィードバックしながらすり合わせを行ってきた。 
（２）セミナー・学会シンポジウムでの共同登壇  

研究成果の政策的意義を広く発信するため、本プロジェクトが主催した自治体向けセミナ

ーや公衆衛生学会シンポジウムにおいて、スポーツ庁担当官にも登壇いただいた。研究者と

政策担当者が同じ場で議論し、エビデンスと政策の連携について共に発信することで、研究

成果の社会実装に向けた課題や展望を共有する場とした。 
（３）メディアを通じた共同での情報発信  

自治体のスポーツ担当課や保険事業担当者らを主な読者層とする「月刊 健康づくり」誌

において、本プロジェクトの成果に関する連載を行った（2025 年 4 月号～2026 年 3 月

号）。この連載の一部ではスポーツ庁の職員にも執筆を担当いただき、研究者が提示するエ

ビデンスと、政策担当者が解説する施策の方向性を一体的に発信する、共同でのアウトリー

チ活動を実践した。 

3-3-3．連携先機関の事情変更と対応 
プロジェクト期間中、連携先であるスポーツ庁の担当者が 4 回変更となった。本プロジェク

トは、担当者変更の都度、プロジェクトの目的や進捗、政策ニーズを再共有し、継続的な連

携関係の維持に努めた。また、プロジェクトの進行に伴い、当初のニーズに加え、上述の新

たな政策ニーズが明確になった。これに対し、オンライン調査の実施や健康経営度調査デー
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タの分析を行うなど、柔軟に対応した。 

3-4．今後の成果の活用・展開に向けた状況 
本研究開発で創出された成果は、国、自治体、民間など多様な主体による今後のスポーツ

政策推進において、中長期的に活用されることが期待される。 
（１）国レベルでの政策評価基盤としての展開  

スポーツ庁の基幹調査である「スポーツの実施状況等に関する世論調査」にウェルビーイ

ング指標が導入されたことは、今後のスポーツ政策（第 4 期スポーツ基本計画等）のアウト

カム評価を精緻化するための恒常的なデータ基盤として活用される。また、本研究で着手し

たオンラインコホートは、スポーツ庁のニーズを反映しつつ、高齢者以外も含む幅広い世代

への効果を検証する次世代の研究基盤として発展が期待される。 
（２）自治体レベルでの実践的ツールの普及 

「自治体向け e スポーツ導入の手引き」 は、DX 推進と高齢者の社会参加という全国共

通の課題に対し、自治体が即時に活用できるツールとしてオンラインセミナー等を通じた普

及・定着が見込まれる。また、本プロジェクトで構築した自治体とのネットワーク（例：

「スポーツ×健康×まちづくりセミナー」）は、スポーツ担当と介護予防担当といった多部門

連携を促進するモデルケースとして、また、parkrun の導入検討のような具体的な社会実装

を推進する基盤として活用される。 
（３）今後の課題と継続活動  

本成果の活用・展開における最大の課題は、縦断的な効果検証の継続である。 特に、大

阪府河内長野市で実施した新スタジアム建設に伴う効果検証 は、ベースライン調査が完了

した段階であり、スタジアム完成後の追跡調査の実施が、施設整備の社会的便益（SROI 評
価を含む）を明らかにする上で不可欠である。この実現には、自治体との継続的な連携が求

められる。 また、研究開発 A で直面した自治体からの網羅的なデータ収集の困難さ を踏ま

え、今後は既存の JAGES データや新設のオンラインコホートを活用した分析を継続するこ

とが、政策に資するエビデンスを安定的に創出する上で重要である。 

4．研究開発の実施体制 

4-1．研究開発実施者 
（1）研究代表・「アプリを活用した行動変容」グループ（リーダー氏名：近藤 克則） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 役職 
（身分） 

近藤 克則 コンドウ カツ

ノリ 千葉大学 予防医学センター 特任教授 

中込 敦士 ナカゴミ アツ

シ 千葉大学 予防医学センター 准教授 

井手 一茂 イデ カズシゲ 千葉大学 予防医学センター 特任助教 

河口 謙二郎 カワグチ ケン

ジロウ 千葉大学 予防医学センター 特任助教 

熊澤 大輔 クマザワ ダイ

スケ 千葉大学 予防医学センター 特任研究員 

阿部 紀之 アベ ノリユキ 千葉大学 予防医学センター 特任研究員 
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飯塚 玄明 イイヅカ ゲン

メイ 千葉大学 予防医学センター 特任研究員 

LINGLING リンリン 千葉大学 予防医学センター 特任研究員 

小林 周平 コバヤシ シュ

ウヘイ 千葉大学 予防医学センター 特任研究員 

竹内 寛貴 タケウチ ヒロ

キ 千葉大学 予防医学センター 特任研究員 

塩谷 竜之介 シオヤ リュウ

ノスケ 千葉大学 予防医学センター 特任研究員 

飯塚 玄明 イイヅカ ゲン

メイ 千葉大学 予防医学センター 特任研究員 

竹内 由夏 タケウチ ユカ 千葉大学 予防医学センター 技術補佐員 

木之村 里香 キノムラ リカ 千葉大学 予防医学センター 事務補佐員 
 
（2）「スポーツ振興関連要因の見える化」グループ（リーダー氏名：金森 悟） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 役職 
（身分） 

金森 悟 カナモリ サト

ル 帝京大学 公衆衛生学研究科 准教授 

上田 倫 ウエダ リン 帝京大学 公衆衛生学研究科 研究支援員 
 
3）「公園・スタジアムの効果検証」グループ（リーダー氏名：辻 大士） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 役職 
（身分） 

辻 大士 ツジ タイシ 筑波大学 体育系 助教 

川上 諒子 カワカミ リョ

ウコ 
公益財団法人明治

安田厚生事業団 体力医学研究所 研究員 

亀田 美穂 カメダ ミホ 筑波大学 体育系 事務補佐員 

4-2．研究開発の協力者・関与者 
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5．研究開発成果の発表・発信状況、アウトリーチ活動など 

5-1．社会に向けた情報発信状況、アウトリーチ活動など 
5-1-1．情報発信・アウトリーチを目的として主催したイベント（シンポジウムなど） 

年月日 名 称 場 所 概要・反響など 参加人数 
2023/8/31 国民のスポーツ権を保障

するための施策立案に向

けて -施策立案者との共

進化のために研究者がで

きること（日本体育・ス

ポーツ・健康学会第 73
回大会） 

同志社

大学

（京都

府） 
 

共進化に関する取り組みの計画、成

果、課題 
約 100 人 

2024/3/22 スポーツ参加の促進要因

の探索と支援政策の評価

研究 － 国・自治体・個

人レベルの重層的アプロ

ーチ（日本社会関係学

会） 

日本大

学（東

京都） 

本プロジェクトの中間報告 約 30 人 

2025/6/29 デジタルでつながる健康

長寿のまちづくり（日本

老年社会科学会 第 67 回

大会） 

幕張メ

ッセ

（千葉

県） 

高齢者の生きがい創出やフレイル予

防として e スポーツへの期待が高ま

る一方、科学的エビデンスの構築や

人的サポート体制の整備が課題であ

る。本シンポジウムでは、最新の研

究成果、普及の実践事例、人材育成

の取り組みを共有し、現場の課題を

整理した上で、今後の展望について

議論した。 
また、本シンポジウムでの議論を受

け、日本老年社会科学会機関誌『老

年社会科学』から「ゲーム・スポー

ツの活用実践と今後」をテーマとす

る特集の執筆依頼があった。 

約 20 人 

2025/10/29 スポーツ参加の促進要因

探索と支援政策評価（第

84 回日本公衆衛生学会総

会） 

グラン

シップ 
（静岡

県） 

産官学民の各立場の演者からスポー

ツ振興・参加に関する現状や取り組

みについて講演があり、研究成果の

社会実装に向けた課題や展望の共

有・議論に。立ち見の聴講者も多数

おり、スタンディングオベーション

や、終了後の個別の意見交換につな

がった。 

約 100 人 
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5-1-2．研究開発の一環として実施したイベント（ワークショップなど） 

年月日 名 称 場 所 概要・反響など 参加人

数 

2024/11/22 parkrun 合同

セミナー 千葉大学 

研究者、parkrun 関係者らでセミ

ナーを開催した。今後の地域スポ

ーツ振興に向けた parkrun の普

及、およびその効果評価に関する

共同研究実施の可能性などについ

て意見交換した 

約 20
人 

2024/12/5 スポーツ×健康

×まちづくりセ

ミナー 

オンライン 自治体のスポーツ推進担当部局と

健康増進・介護予防担当部局との

連携を促進し、スポーツを通じた

健康まちづくりの推進を目的とし

て、スポーツを基軸とした多部門

連携の好事例や実践的手法を共有

した。 

14 自治

体 
69 人 

2024/12/19 スポーツ×健康

×まちづくりワ

ークショップ 

オンライン ワークショップでは、スポーツ推

進担当部局と健康増進・介護予防

担当部局の職員一緒に参加しても

らい、自治体の課題についてディ

スカッションする機会とした。 

4 市町 
22 人 

2024/12/25 青森自治体ワ

ークショップ

（第 1 回） 

オンライン 青森県の 2 市町の介護予防担当部

署職員を対象に、住民の歩行・運

動の促進を通じた健康増進を目的

としたオンライン・ワークショッ

プ開催した。JAGES 調査データ

に基づく運動・スポーツに関する

現状の紹介、各市町におけるウォ

ーキング事業の概要と課題の共

有、ビジネスモデルキャンバスを

用いた事業見直しの手法などを紹

介した。 

10 人 

2025/1/28 A 市ワークシ

ョップ 
A 市市役所 介護予防担当課とスポーツ推進 

課が連携強化のため、両課が保有

するデータの利活用を起点とし、

両課の連携を足がかりとすること

を目的としてワークショップを開

催した。 

約 20
人 

2025/2/4 青森自治体ワ

ークショップ

（第 2 回） 

オンライン ビジネスモデルキャンバスを活用

した事業案の見直し結果および、

スポーツ庁の「運動・スポーツ習

慣化促進事業」応募に向けた検討

内容の発表、見直し案のブラッシ

ュアップと応募に向けた意見交換

6 人 
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を行った。 

 
5-1-3．書籍、DVD など論文以外に発行したもの 
（１）千葉大学予防医学センター社会予防医学研究部門（JST 科学技術振興機構「スポーツ

参加の促進要因の探索と支援政策の評価研究」研究班） 
（一般社団法人日本 e スポーツ連合、日本アクティビティ協会監修）「高齢者のつながりと

健康を育むデジタルアクティビティのすすめ〜介護予防・通いの場の新しいカタチとしての

e スポーツ導入ガイド〜」2025 年 6 月 
https://drive.google.com/file/d/1Wibv1zD9YWeB7k2aclvU5__RNxCmzozY/view 
5-1-4．ウェブメディア開設・運営 
（１）千葉大学予防医学センター 社会予防医学研究部門「スポーツを軸にした EBPM の地

域実装に向けた研究」https://spms.faculty.gs.chiba-u.jp/sports 
5-1-5．学会以外（5-3．参照）のシンポジウムなどでの招へい講演 など 

（1） Wellness Tokyo 2024「みるスポーツで楽しく心身ともに健康にな

ろう！」2024 年 11 月 27 日、東京ビッグサイト 
（2） 運動の習慣化による健康づくりの基礎知識 および JAGES におけ

る取り組み事例、2022 年 12 月 15 日、狛江市役所 
（3） 地域における健康づくり支援体制構築のための連携推進モデル事

業 天童市行政職員人材育成研修会「暮らしているだけで健康になれ

るまちづくり」2024 年 12 月 20 日、天童市保健センター 
（4） 山形県三川町 健康・体力づくり推進協議会 「暮らしているだけ

で健康になれるまちづくり」2025 年 1 月 23 日、オンライン 
（5） 今後の箕輪町を考える~健康づくり・町づくりセミナー「暮らして

いるだけで健康になれるまちづくり」 2025 年 1 月 28 日、オンライ

ン 
（6） 令和 6 年度 Sport in Life コンソーシアム総会「みるスポーツで引

き出すみんなのスポーツライフとウェルビーイング」2025 年 3 月 5
日、東京ポートシティ竹芝 

（7） KEIO SPORTS SDGs シンポジウム 2024「人・地域・社会とのつ

ながりで育む『自然とアクティブになれる環境』」2025 年 3 月 15
日、 慶應義塾大学日吉キャンパス 

5-2．論文発表 
5-2-1．査読付き（8 件）  
（1） Kanamori et al. “Taiso practice and risk of functional disability and dementia 

among older adults in Japan: The JAGES cohort study.” SSM-Population Health 28 
(2024): 101731. 
https://www.sciencedirect.com/science/article/pii/S2352827324001320?via%3Dihub 

（2） Tsuji, et al. “Changes in Municipal-Level Social Capital and Socioeconomic 
Inequalities in Sports Group Participation and Walking Time Among Older 
Adults.” Journal of Physical Activity and Health 22.1 (2024): 92-99. 
https://journals.humankinetics.com/view/journals/jpah/22/1/article-p92.xml 

（3） Tsuji et al. “Community-level group sports participation and all-cause, 
cardiovascular disease, and cancer mortality: a 7-year longitudinal 
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study.” International Journal of Behavioral Nutrition and Physical Activity 21.1 
(2024): 44. https://ijbnpa.biomedcentral.com/articles/10.1186/s12966-024-01592-9 

（4） Iizuka et al. “Relationship between participation in projects of incentives to 
promote walking and healthy aging among the older population: A four-year 
longitudinal study.” Preventive Medicine 187 (2024): 108125. 
https://www.sciencedirect.com/science/article/pii/S0091743524002809?via%3Dihub 

（5） Kawaguchi et al. “Effects of a Mobile app to promote Social Participation on older 
adults: Randomized Controlled Trial.” Journal of Medical Internet Research 26 
(2024): e64196. https://www.jmir.org/2024/1/e64196 

（6） Kawaguchi et al. “Watching sports and happiness among older adults in Japan: 
The JAGES cohort study.” PLOS ONE (2025) 20(4): e0320213. 
https://doi.org/10.1371/journal.pone.0320213 

（7） Ide et al. Using women-only fitness club and functional disability: a cross-sectional 
study using propensity score matching. Arch Public Health 83, 114 (2025). 
https://doi.org/10.1186/s13690-025-01601-8 

（8） Tsuji et al. “Watching sports and subsequent health and well-being in older adults: 
a longitudinal outcome-wide study.” Archives of Gerontology and Geriatrics (2025). 
(in press). 

 
5-2-2．査読なし（12 件） 
（1） 井手一茂・宮國康弘（2023）．自然に健康になれるまちづくり 第 3 回 地域診断から

見えてきた運動している人が多いまち．月刊健康づくり．542, 10-13  
（2） 辻大士（2023）．自然に健康になれるまちづくり 第 6 回スポーツを「する」「みる」

「ささえる」環境が豊かなまちづくりで健康に．月刊健康づくり．545, 10-13．  
（3） 辻大士（2025）．「みる」「ささえる」 スポーツ活動と健康の関連．体育の科学= 

Journal of health, physical education and recreation, 75 (1), 4-8．  
（4） 河口謙二郎（2025）．「みる」「ささえる」 スポーツがもたらす地域のソーシャルキャ

ピタル醸成．体育の科学= Journal of health, physical education and recreation, 75 
(1), 39-44． 

（5） 近藤克則（2025）．スポーツ参加促進をめざす支援政策とエビデンス 第 1 回 スポー

ツ参加の促進要因の探索と支援政策の評価研究の概要．月刊健康づくり．564, 12-15.   
（6） 辻大士（2025）．スポーツ参加促進をめざす支援政策とエビデンス 第 2 回 運動・ス

ポーツ参加と健康長寿に関する最新のエビデンス．月刊健康づくり．565, 12-15.  
（7） 金森悟（2025）．スポーツ参加促進をめざす支援政策とエビデンス 第 3 回 運動・ス

ポーツ指導における社会的つながりの重要性．月刊健康づくり．566, 12-15. 
（8） 河口謙二郎（2025）．スポーツ参加促進をめざす支援政策とエビデンス 第 4 回 身体

活動促進におけるアプリ・ICT 活用のエビデンスと可能性．月刊健康づくり．567, 12-
15. 
  

（9） 中込敦士（2025）．スポーツ参加促進をめざす支援政策とエビデンス 第 5 回 新たな

スポーツ振興の可能性としての e スポーツ〜先進自治体での実践事例から〜．月刊健康

づくり．568, 12-15． 
（10） 小出嘉則（2025）．スポーツ参加促進をめざす支援政策とエビデンス 第 6 回 スポ

ーツ振興に関する多部署連携．月刊健康づくり．569,12-15．  
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（11） 井手一茂（2025）．スポーツ参加促進をめざす支援政策とエビデンス 第 7 回 ．新

型コロナウイルス感染症流行前後で歩く人が増えたまち、睦沢町の取り組み．月刊健康

づくり．568, 12-15． 
  
（12） 河口謙二郎（2025）．スポーツ参加促進をめざす支援政策とエビデンス 第 8 回 ス

ポーツ推進に向けた多部署連携ワークショップ. 月刊健康づくり．571, 12-15． 

5-3．口頭発表（国際学会発表及び主要な国内学会発表） 
5-3-1．招待講演（国内会議１件、国際会議０件） 
（1） 辻大士（筑波大学）：「国民のスポーツ権を保障するための施策立案に向けて -施策立

案者との共進化のために研究者ができること-」 日本体育・スポーツ・健康学会 第 73
回大会 テーマ別シンポジウム 同志社大学（京都府）2023 年 8 月 31 日 

5-3-2．口頭発表（国内会議８件、国際会議２件） 
（1） 河口謙二郎ら（千葉大学）「高齢者の社会参加を促すアプリの効果検証：ランダム化

比較試験」第 66 回日本老年医学会学術集会、愛知県名古屋市、2024 年 6 月 15 日  
（2） 辻大士（筑波大学）、金森悟（帝京大学）「高齢者のラジオ体操実践は要介護認定・認

知症発症を抑制するか？JAGES 縦断研究」 第 78 回日本体力医学会大会、2024 年 9
月 3 日  

（3） Watanabe et al. (Chiba University) “Life-Course Group-Based Exercise Habits 
and Physical Activity in Older Adults” The 55th Asia Pacific Academic Consortium 
for Public Health Conference, Korea, October 25, 2024. 

（4） 金森悟ら（帝京大学）「高齢者におけるラジオ体操と要介護および認知症との関連：

JAGES コホート研究」第 83 回日本公衆衛生学会総会、北海道札幌市、2024 年 10 月

29 日   
（5） 辻大士ら（筑波大学）「高齢者の『みる』スポーツと健康・well-being：アウトカムワ

イド縦断分析」第 83 回日本公衆衛生学会総会、2024 年 10 月 30 日   
（6） 渡部桃佳ら（千葉大学）「学生時代の団体での運動習慣と高齢期の歩行時間およびス

ポーツの会参加：JAGES2016」第 83 回日本公衆衛生学会総会、2024 年 10 月 31 日   
（7） 河口謙二郎ら（千葉大学）「『する』『みる』『ささえる』スポーツが幸福度に与える影

響の金銭価値評価」第 83 回日本公衆衛生学会総会、2024 年 10 月 29 日   
（8） 辻大士ら（筑波大学）「高齢者がグループに参加して実践する運動・スポーツ種目と

認知症:6 年間の JAGES 縦断研究：第 35 回日本疫学会学術総会、高知県高知市、2025
年 2 月 13 日   

（9） Watanabe et al. (Chiba University) “Sensitive and Cumulative Mechanisms of 
Group-Based Exercise in Promoting Physical Activity in Older Age” The 6th 
Japan-Germany Symposium on Advanced Preventive Medicine, Chiba, February 3, 
2025. 

（10） 辻大士（筑波大学）「運動・スポーツを活用した地域づくり型介護予防の推進と効

果評価に関する研究」第 67 回日本老年医学会学術集会、2025 年 6 月 28 日  
5-3-3．ポスター発表（国内会議５件、国際会議 0 件） 
（1） 竹内由夏ら（千葉大学）「高齢者のスポーツ観戦は、スポーツの会新規参加のきっか

けとなるか？ 『みる』スポーツと、『ともに』行うスポーツとの関連」第 65 回日本社

会医学会総会、2024 年 8 月 24 日 
（2） 成田悠哉ら（千葉大学）「『ささえる』スポーツと健康・well-being：JAGES アウト

カムワイド分析」第 83 回日本公衆衛生学会総会、2024 年 10 月 31 日 
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（3） 井手一茂ら（千葉大学）「運動や散歩に適した公園や歩道が徒歩圏内に多いまちはど

んなまち?-奈良県広陵町における高齢者にやさしいまちのケーススタディ-」日本老年社

会科学会第 67 回大会、2025 年 6 月 28 日 
（4） 竹内由夏ら（千葉大学）「自治体におけるスポーツ振興の課題の探索と 

 支援策の検討」第 84 回日本公衆衛生学会総会、2025 年 10 月 30 日 
（5） 元嶋菜美香ら（九州産業大学）「高齢者におけるスポーツボランティアの活動内容別

の参加と関連する要因の多面的探索」第 84 回日本公衆衛生学会総会、2025 年 10 月 30
日 

5-4．新聞報道・投稿、受賞など 
5-4-1．新聞報道・投稿 
（1） 佐賀新聞、2024 年 10 月 9 日「女性は登山、男性はダンス・フレイル予防の効果を分

析」 
（2） 高知新聞、2024 年 10 月 11 日「女性は登山 男性はダンス・フレイル予防の効果を分

析」 
（3） 中國新聞、2024 年 10 月 11 日「女性は登山 男性はダンス・フレイル予防に高い効

果」 
（4） 東奥日報、2024 年 10 月 14 日「女性は登山、男性はダンス・フレイル予防効果」 
（5） 神戸新聞、2024 年 10 月 14 日「女性は登山、男性はダンス・フレイル予防に高い効

果」 
（6） 福島民友、2024 年 10 月 14 日「登山・ダンス心身衰え防ぐ・筑波大チーム効果分

析」 
（7） 埼玉新聞、2024 年 10 月 16 日「女性は登山 男性はダンス・フレイル予防効果を分

析」 
（8） 琉球新報、2024 年 10 月 16 日「女性では登山 男性はダンス・フレイル予防効果分

析」 
（9） 日本海新聞、2024 年 10 月 17 日「女性は登山 男性はダンス・フレイル予防効果を分

析」 
（10） 千葉日報、2024 年 10 月 21 日「女性は登山、男性はダンス・衰え防ぐ効果分析」 
（11） 下野新聞、2024 年 10 月 21 日「フレイル予防効果・女性が登山 男性がダンス・筑

波大助教ら分析」 
（12） 愛媛新聞、2024 年 10 月 29 日「女性は登山 男性はダンス・加齢に伴うフレイル予

防効果大・筑波大助教ら 7.1 万人追跡」 
（13） 山陰中央新報、2024 年 11 月 4 日「女性は登山、男性はダンス・フレイル予防」 
（14） 新潟日報、2024 年 11 月 4 日「フレイル予防 効果高いのは・筑波大助教ら発表・

女性は登山、男性はダンス」 
（15） 南日本新聞、2024 年 11 月 5 日「フレイル予防・女性は「登山」、男性「ダンス」

が効果・筑波大助教ら分析」 
（16） 北國新聞、2024 年 11 月 7 日「フレイル予防に「効果」・女性は登山 男性はダン

ス・筑波大チーム屋外種目多く」 
（17） 岩手日報、2024 年 11 月 13 日「女性「登山」が効果 男性では「ダンス」・高齢者

のフレイル予防分析」 
（18） 京都新聞、2024 年 11 月 19 日「女性は登山、男性はダンス・フレイル予防効果」 
（19） 信濃毎日新聞、2024 年 11 月 21 日「女性は登山 男性はダンスが◎・フレイル予防

効果 筑波大助教ら分析」 
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（20） The New York Times  2025 年 1 月 21 日「日本のラジオ体操」についての取材記

事 
（21）  医療総合サイト QLife（キューライフ）、 2025 年 1 月 31 日 「ラジオ体操で高齢

者の認知症リスク低下の可能性―帝京大 
（22） 糖尿病ネットワーク WEB、2025 年 2 月 10 日 「ラジオ体操などにより要介護や認

知症のリスクが低下 体操は取り組みやすく続けやすい」 
（23） YAHOO!ニュース、2025 年 2 月 15 日 「ラジオ体操で『アンチエイジング』。加え

て『認知症』も抑制？日本人研究者が明らかに。」 
（24） 北海道新聞デジタル、2025 年 2 月 17 日「ラジオ体操に認知症予防効果 リスク 2

割低減 苫前など全国調査」 
（25） インターネットメディア Buzzreach smt、2025 年 5 月「スポーツを現地観戦する

高齢者は幸福感が高い」 
（26） インターネットメディア小学館＠DIME、2025 年 5 月 29 日「一体なぜ？高齢者ほ

どスポーツを現地で観戦したほうがいい理由」 
（27） インターネットメディア ケアネット 2025 年 6 月 11 日「スポーツを現地観戦する

高齢者は幸福感が高い」 
（28） 日本経済新聞 2025 年 6 月 18 日 「高齢者のフレイル、アプリで予防 ウオーキン

グやおしゃべり」 
（29） 財経新聞 2025 年 6 月 25 日『梅雨や猛暑でも運動や交流を楽しめるよう「高齢者 e

スポーツ導入ガイド」を作成～7 月 11 日にオンライン報告会を開催します～』 
（30） ｅスポーツ専門総合情報サイト、2025 年 6 月 25 日、『梅雨や猛暑でも運動や交流

を楽しめるよう「高齢者 e スポーツ導入ガイド」を作成～7 月 11 日にオンライン報告会

を開催します～』 
（31） インターネット PR TIME、2025 年 6 月 25 日『梅雨や猛暑でも運動や交流を楽し

めるよう「高齢者 e スポーツ導入ガイド」を作成～7 月 11 日にオンライン報告会を開催

します～』 
（32） 保健指導リソースガイド、2025 年 6 月 30 日『e スポーツが高齢者の新しい社会参

加や娯楽の手段に「高齢者 e スポーツ導入ガイド」を公開 千葉大学予防医学センター

など』 
（33） インターネットメディア m3.com、 2025 年 7 月 31 日「スポーツを現地観戦する

高齢者は幸福感が高い」 
（34） Yahoo!ニュース 2025 年 8 月 12 日「e スポーツで健康づくり 千葉大が高齢者向

け手引」 
（35） 北國新聞 ほか 19 件、2025 年 8 月 12 日～8 月 23 日『ｅスポーツで健康づくり 

千葉大が高齢者向け手引』 
（36） 地域ケアリング（株式会社北隆館）、2025 年 8 月 12 日「あの人にインタビュー」 
（37） 毎日新聞（千葉）2025 年 8 月 25 日『e スポーツ通じ健康な高齢者に 千葉大が手

引作成』 
（38） 北海道新聞 2025 年 9 月 15 日『e スポーツ 健康の足がかりに 導入自治体 徐々

に増加＜敬老の日特集・下>』 https://www.hokkaido-np.co.jp/article/1210908/ 
（39） ONE MORNING(TOKYO FM）2025 年 9 月 11 日 『ONE MORE NEWS』 
（40） NEWS チバ 930（千葉テレビ放送）2025 年 9 月 15 日『高齢者×e スポーツ 専門家

が手引き作成』  
5-4-2．受賞 
（1） 辻大士、令和 7 年度「三井住友海上福祉財団奨励賞」高齢者福祉分野、 Community-
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level group sports participation and all-cause, cardiovascular disease, and cancer 
mortality: a 7-year longitudinal study（地域レベルの運動・スポーツグループ参加割

合と全死因・循環器疾患・がん死亡：7 年間の縦断研究）、2025 年 11 月 28 日 

5-5．特許出願 
5-5-1．国内出願（０件） 
5-5-2．海外出願（０件） 
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